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県教委・学部が連携してめざす「理科支援員」事業のゴールとは何か
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文部科学省の新事業「理科支援員等配置事業」の第一のねらいは「小学校の理科授業の充実」である。そこで本稿では，
教師の卵たち大学生の力量アップ，教育現場の多忙感解消，および教育方法の世代間継承といった既存の課題への取り
組みとこの事業を並行して進めることによって，この事業の第一のねらいの達成度がさらに高まるとの仮説（フル活用
仮説）を提案する。他県での本事業の進め方，富山県教育委員会と富山大学人間発達科学部との他の連携事業と特徴を
比較しながら現段階の達成度の評価を試みた結果，まだ始まったばかりではあるが，想定される困難に注意深く対処し
ていけば，フル活用仮説のとおりに大きな成果を見込んでよいという見通しがみえてきた。
キーワード：理科教育，理科支援員事業，県教育委員会，地域連携，教員養成，教員支援
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１  「理科支援員」事業のゴールを探るための本
　稿の目的
　全国で「理科支援員等配置事業」が動き出してい
るなかで，富山県の本事業の第一の特徴は，富山県
教育委員会単独の事業ではなく，人間発達科学部と
連携して実施する事業となっている点にある。学校
現場の教員や子どもたち，支援員として派遣される
学生，大学，地域のいずれにもメリットがあるよう
な運営を心がけることで，例えば5年間事業が続い
た後，富山の教育はよくなったとそれぞれの立場で
納得できるように，この制度をフル活用していきた
いと考えたことが，本稿の執筆動機である。
　富山はいち早く動き出した点で特徴的である。新
年度からの本事業のスタートを前にした2007年3
月10日には，県民カレッジ連携シンポジウム “「大
学による教員支援」成功の条件 　 富山における「理
科支援員」新制度フル活用をめざして” を開催し
た（人間発達科学部とNPO法人理科カリキュラム主
催）[1]。理科支援員新事業が始まる前にシンポジウ
ムを開き準備を始められたのは富山だけであり，昨
年度にトライアルを実施していた千葉，石川，兵庫
各県につぐ動きといえよう。先行事例について学び
ながら，学部スタッフ，学生，教育委員会，そして
地域の理科教育関係者らで本事業のメリットや注意
点を共有できた。
　4月に入ると教育委員会の実務担当者（伏黒昇・
理科支援員コーディネータ）との打合せを経て，学
生への予備アンケート　　「名前と学部／専攻・学
科，学年」「本年度後期の履修予定」「居住地域およ
び派遣希望地域」「9月の教育実習の有無」「その他
の質問，希望」の5項目　　を実施した。5月以降，
教採受験予定者のための「教育実践セミナー」や3
年生が集まる教科教育法の場を借りてのアンケート
配付や担当コーディネータ（図1，図2）による説
明会をたびたび実施し，正式募集の締め切りである
6月末までに申込者は60名を越えた。8月には配置
校が出揃い，8月末に辞令交付式と研修会，9月1日
には学部側が選択研修会を開催，9月または10月か
ら支援員たちは各学校で活動を始めている。
　筆者は10月12日から19日に小学校を訪問して支
援員の活動ぶりを視察，現場教員へのインタビュー
を実施した。本稿では，小学校訪問と9月10月の活
動スタート時点での学生への聞き取り調査の結果と
をあわせ，フル活用仮説（理科支援員事業は，教師
の卵たち大学生の力量アップや教育現場の多忙感解
消，教育方法の世代間継承といった課題の解決にも
役立てられる。また，それらを並行して進めること
で第一のねらいである「小学校の理科授業の充実」
の達成度も高まる）の検証結果を報告する。     
2　「理科支援員」連携事業の意義を確認する
2-1　そもそも理科支援員とは何か
　理科支援員等配置事業は，文部科学省が推進する
「理数教育の充実」のための施策の一つであり，そ
こでは，以下のとおり説明されている[2]。
　「理科支援員等配置事業は，外部人材を理科支援
員や特別講師として活用することにより，小学校5，
6年生の理科の授業における観察・実験活動の充実
を図るとともに，教員の資質向上を図ることにより，
小学校の理科授業の充実を図ることを目的としてい
ます。」
　新聞報道をきっかけに徐々に知られるようにな
り，2006年夏ごろには文部科学省の新規目玉事業
の一つとして，理科教育関係者の一部で話題となっ
ていた。筆者らが知り得たのは，横浜国立大学で地
域の理科教員支援の優れた実践を進めてきた平島由
美子らによる2006年6月の講演（東京大学教養学部
附属教養教育開発機構社会連携懇談会）がきっかけ
である[3]。「たとえ教員の加配ができなくとも，理
科実験助手を置く予算をだけでも認めるべきだ」と
いう要望は，学会や理科教育関係者から長年各地で
繰り替えされてきた。その願いが今回一つの形に
なったといえる。
  2007年度政府予算に向けた文部科学省の60億円
の概算要求に対し，総合科学技術会議は最高ラン
クの「S」評価を付けた。財務省原案では当初予定
の1万校を3000校（5，6年の学級数の15％が目安）
に絞った20億円が盛り込まれ，復活折衝なく確定
した（支援員の確保を考えると実現しやすい規模に
近づいたと考えることもできる）。
　事業運営を担うのは当道府県・政令指定都市教育
委員会である。各教育委員会が，独立行政法人科学
技術振興機構（JST）から委託を受けて，支援員等
の確保，事業説明会，支援員等の選定，研修，配置
といった事業を独自に運営する。教育委員会に事業
実施担当者としてコーディネータと事務員を雇う費
用，派遣される外部人材（理科支援員と特別講師）
への謝金，交通費が予算の大部分を占める。理科支
援員の場合，例えば，担当校で毎週ある曜日に1な
いし2時間の理科授業を支援し，その前後の準備・
後片づけを含め3ないし4時間の勤務をする。
　活動内容は，観察・実験等の補助，予備実験，試
薬・実験器具等の整備，理科室・理科準備室の整備，
観察・実験等の計画立案や教材開発の支援，さらに
は理科授業の進め方等の提案・助言（主に退職教員）
が想定されている。教員免許は不要であり，大学生・
大学院生，退職教員，地域人材が各地で活動を始め
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ている。富山県では，委嘱を受けた69名全員が富
山大学の大学生・院生である。他県では，理科授業
の進め方等の提案・助言をする「理科支援員（助言
型ともいう）」，学校または教員から求められる内容
に応じ，理科に関する発展的な内容の授業を実施す
る「特別講師」（大学教員，企業の技術者・研究者，
研究機関・科学館職員，退職教員）の募集・登録も
すでに始まっている。
　なお，文部科学省による理科教育支援のための事
業には，このほかにも，選抜された少数の学校ある
いは地域への予算措置である「スーパー・サイエ
ンス・ハイスクール（SSH）」や「理数大好きモデ
ル地域事業」，研究者らによる出前授業実施のため
の「サイエンス・パートナーシップ・プログラム
（SPP）」などがすでに実施されている。それらに比
べると，理科支援員には日常の教育活動を継続的に
かつ広範に支援できるというメリットがある。そこ
に着目し，教育の底上げを実現するための好機と考
えた著者は，フル活用のための実践と調査研究を開
始した。
2-2　多忙感に溢れる現場で教育方法改善を支援
　理科支援員は，何を目的にどんな現場に行くのだ
ろうか。それを議論するため，ここでは，この10
年近く社会問題となり，学校教育向上の期待を高め
るきっかけの一つともなった「学力低下」論争の本
質を見極める作業から入りたい。そこで，同論争が
激しかった2001年ごろに相次いで出版された立場
の異なる2冊の書籍（『理科・数学教育の危機と再
生』（岩波書店，2001年7月），『学力低下論 批判』（黎
明書房，2001年8月））をとりあげたい[4,5]。
  前者はタイトルが示唆するとおり，いわゆる「ゆ
とり教育」によって学力低下がもたらされていると
いう立場から，学習指導要領改訂によって理数科目
を中心に学習内容が質量ともに急降下し，「こうし
た“厳選”のなかで，教育内容は断片化され，ますま
す細切れの度合いを深めている。このため，自然を
統一的に把握するために不可欠な知識が多数欠落し
てしまった」（同書まえがき[4]）と危機的な状況に
あることを訴えている。反対に後者は，学力低下の
存在を否定する立場から，対立論者たちを「暗記
力を学力と見なしているが故に“反復練習”を強制し
なければ，“日本は沈むに違いない”と信じ込んでし
まっている」（同書はしがき[5]）と非難している。
　興味深いことは，タイトルや上記紹介した編著者
による問題意識の一端を比べると完全に立場が逆転
しているかのようにみえる両書ではあるが，学力問
題を論じる両書の中核部分には，同じ執筆者が2名
登場している点である。その1人の奈須正裕は，「す
でに20年以上も前から，3年生以上70時間程度の総
合的な学習，教科においては子どもの意思決定を大
幅に尊重する個に応じた指導など，まさに今回の学
習指導要領の先取りとも言える実践を独自に展開し
てきた」[4,5]愛知県東浦町立緒川小学校，同卯ノ里小
学校卒業生たちの追跡調査結果を同一のデータで紹
介し，同一主旨の分析結果を述べている。例えば，
緒川小卒業生は高校2年の段階で近隣校卒業生に比
べて，「自分で計画を立てて学び，毎日を有効に過
ごしている」傾向がみられ，意外にも（？）受験に
も強く，大学・短大進学率は56.4％に達し（愛知県
平均37.9％），内訳をみると国公立大学が30％と全
国平均の25％を上回っている，としている。
　このようなデータの分析から奈須は，「よい原理
を正しく実践することの難しさ」を強調している。
そして，総合的な学習なり個に応じた指導は目的に
照らして原理的に妥当だといえるが，それは緒川小，
卯ノ里小が達成した実践の質があってこそであっ
て，個に応じることが子どもへの迎合や放任と解す
る誤解や，「活動あって学びなし」に陥っている授
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業が横行している現状からみて，学習指導要領改訂
による「よい原理の正しい実践」の全国展開の行く
末については「楽観的ではない」と結論づける。さ
らに，教科の時間を削って，実践の質がともなわな
い「活動あって学びなし」の総合的な学習や生活科
の時間にあてたとしたら，「学力低下」が生じると
の予測を述べている。『学力低下論批判』のための
基礎データが，じつは教育方法の改善を訴える根拠
であるとともに，学力低下の発生に警鐘を鳴らす根
拠になっていた。それと同時に『理科・数学教育の
危機と再生』の危機の根拠となり，再生のためのヒ
ントも与えてくれているといえる。
　以上，「学力低下」論争の中核に位置づけられる
と考えられる奈須による二つの論考の要約を通し
て，大学や学会，研究機関に所属する研究者たちが
発言者となり，マスコミという舞台のうえで，教育
政策担当者を巻き込んで繰り広げられた論争　　現
場から見上げれば空中戦　　とは何であったのかを
振りかえってみた。このような形で突き詰めていく
と，対立しているかのようにみえた両者は根幹とな
る部分で一致していたことがわかる。そのとき現場
では，20年来の蓄積によって実現してきた理想を，
1回の学習指導要領改訂でもってすべて引き受けて
効果的に実践せよと求められていたということにな
る。20年間かけて登ってきた大きな山にその20倍
近くの速さで駆け上がろうと，教員たちは必死に取
り組みを始めたのである。
　そんな学校現場には，社会問題化したいじめへの
対応，競争主義の導入といった一連の「教育改革」
の荒波が，教師批判・学校批判ネガティブキャン
ペーンとともに押し寄せてきていた。保護者との応
対，新施策への対応を提案・説明する書類作成等の
デスクワークの増加，生活指導に直結する部活の指
導などに取り組もうとすればするほど，教育現場に
おける多忙感は増加していった。
　批判は期待の裏返しだということばもある。ネガ
ティブ・キャンペーンは教育への強い期待の表われ
かもしれないが，公教育は財政再建のための行財政
改革のターゲットの一つにあげられていて，残念な
がら正規教員の定員増はなかなか実現しない。
　理科支援員が飛び込んでいく現場では，多忙感を
解消し，教育方法の改善という課題にともに取り組
むパートナーの登場が待たれているのである。
2-3　なぜ小学校理科の支援なのか
　富山大学人間発達科学部は，富山県教育委員会の
小中学校課担当者を窓口に，「現職教員の再教育機能
の充実」「教員養成機能の充実」の二つを柱とする連
携を進めている。理科支援員等配置事業は，小学校
教員をめざす学生（主に1年生）が学校現場に定期的
に通い，子どもたちの学習を支援する「学びのアシ
スト推進事業」，通常学級の在籍する特別支援が必要
な子どものサポート担う学生支援員（スタディーメ
イトジュニア）を養成し学校へ派遣する「特別支援
教育体制推進事業」などの計7事業が並ぶ「教員養成
機能の充実」のための連携の一つである（表4）。
　そのなかで単一教科理科，なかでも小学校理科を
支援対象とする意義はどこにあるのだろうか。
　現職小学校教員の意識を調べると，理科に対して，
⴫䋲䇭ንጊ䈪䈱ℂ⑼ᡰេຬ╬㈩⟎੐ᬺ䉴䉬䉳䊠䊷䊦᭎ⷐ 䋨㪉㪇㪇㪎ᐕ䋩
᦬ᣣ ජ⪲⋵ߩ࠻࡜ࠗࠕ࡞ࠍⷞኤ㧔ᨋߣઁᄢቇ౒ห⎇ⓥ⠪㧕
᦬ਅᣨ ቯ଀ߩᢎ⢒㐳ળ⼏ߦߡᏒ↸᧛ߦᣂ੐ᬺߩ╙࿁⺑᣿
᦬ᣣ ࠪࡦࡐࠫ࠙ࡓ ̌ޟᄢቇߦࠃࠆᢎຬᡰេޠᚑഞߩ᧦ઙ̍㐿௅㧔⴫㧟㧕
᦬ ንጊ⋵ᢎ⢒ᆔຬળߣੱ㑆⊒㆐⑼ቇㇱߩㅪ៤੐ᬺߦ᳿ቯ
㧔ᢎ⢒ᆔຬળᜂᒰ⠪ߪศୖືᄦᜰዉਥ੐㧘ફ㤥᣹ℂ⑼ᡰេຬࠦ࡯࠺ࠖࡀ࡯࠲㧘ቇㇱߪᨋਥᜂᒰ㧘
 ጟ೽ᜂᒰߦ᳿ቯ㧕
ࠧ࡯࡞࠺ࡦ࠙ࠖ࡯ࠢ೨ᓟ߆ࠄቇ↢߳ߩ੍஻ࠕࡦࠤ࡯࠻㐿ᆎ
᦬ ቇ↢߳ߩ⺑᣿ળ㐿ᆎ㧔੍஻ࠕࡦࠤ࡯࠻⚿ᨐࠍ߰߹߃ᓟᦼᤨ㑆ഀࠍ↪ᗧ㧕
᦬ ᱜᑼ൐㓸㧔ฬߩෳട↳ߒㄟߺ㧕
᦬ ዊቇᩞᩞ㐳ળߢફ㤥ࠦ࡯࠺ࠖࡀ࡯࠲߇೑ὐࠍࠕࡇ࡯࡞
᦬ ㈩⟎ᩞ᳿ቯ
᦬ᣣ ㄉ઎੤ઃᑼߢฦᩞᜂᒰ⠪ߣᡰេຬ߇ኻ㕙࡮⎇ୃળ㐿௅㧔ᣣߦ߽㧕
᦬ᣣ ㆬᛯ⎇ୃળ
᦬ ᡰេຬᵴേ㐿ᆎ㧔ᢎ⢒ታ⠌ෳട⠪ߪ᦬߆ࠄ㧕
᦬㨪
ᐕ᦬
ቇ↢߳ߩࡔ࡯࡞࡮⡞߈ขࠅ⺞ᩏ߅ࠃ߮ቇᩞⷞኤ
߹ߣ߼ߩળ
     
⴫䋳䇭⋵᳃䉦䊧䉾䉳ㅪ៤䉲䊮䊘䉳䉡䊛 䇺䇸ᄢቇ䈮䉋䉎ᢎຬᡰេ䇹 ᚑഞ䈱᧦ઙ㩷ንጊ䈮䈍䈔䉎 䇸ℂ⑼ᡰេຬ䇹 ᣂ೙ᐲ
䊐䊦ᵴ↪䉕䉄䈙䈚䈩䇻 䊒䊨䉫䊤䊛 䋨㪉㪇㪇㪎ᐕ㪊᦬㪈㪇ᣣ 䋨࿯䋩 ඦᓟ㩷ንጊ⋵ᢎ⢒ᢥൻળ㙚ౝ䈮䈩㐿௅䋩
ࡊࡠࠣ࡜ࡓ
㧨╙ㇱ㧪
ڎ਎⇇ߩ⑼ቇᢎ⢒࡮ᣣᧄߩ⺖㗴㧦ṚᎹᵗੑ㧔021ᴺੱℂ⑼ࠞ࡝ࠠࡘ࡜ࡓࠍ⠨߃ࠆળ㧛᧲੩ᄢቇᢎ㙃ᢎ⢒㐿⊒
ޓᯏ᭴㧕
ڎᕷߩ㐳޿ℂ⑼ᢎຬᡰេ߇ᦨ߽᦭ല㧦ᐔፉ↱⟤ሶ㧔ᮮᵿ࿖┙ᄢቇᢎ⢒ੱ㑆⑼ቇㇱℂ⑼ᢎ⢒⻠ᐳ㧕
╙ㇱ࠺ࡕ࠲ࠗࡓ㧔ฦಽએౝ㧕
࡮ℂ⑼᝼ᬺ࡮ታ㛎ߩߟ߷⎇ⓥળߢ߅ᓙߜߒߡ޿߹ߔ̖౞࡚ࠪ࠶ࡊߩ૶޿ᣇߥߤ㧦ဝᧄศผ㧔ℂ⑼᝼ᬺ࡮
ޓታ㛎ߩߟ߷⎇ⓥળ਎⹤ੱ㧛ዊ⍫ㇱᏒ┙⍹േਛቇᩞ㧕߶߆
࡮ᄢቇߦࠃࠆᢎຬᡰេ̆᧲੩ᄢቇᢎ㙃ᢎ⢒㐿⊒ᯏ᭴ߦࠃࠆ㜞ᩞ‛ℂታ㛎&8&㧦Ⴧሶኡ㧔㤗Ꮣ㜞ᩞ㧕
࡮⒖േࡒ࠾ඳ‛㙚ᵴ↪ᴺ㧦ᷰㄝ⺈㧔ንጊᏒ⑼ቇᢥൻ࠮ࡦ࠲࡯㒝ዻንጊᏒᄤᢥบ㧕
㧨╙ㇱ㧪
ڎޟℂ⑼ᡰេຬޠ࠻࡜ࠗࠕ࡞ߩലᨐߣ⺖㗴㧦ᄢጊశ᥍ᜰዉਥ੐࡮㒙ㇱ⟤ೣࠦ࡯࠺ࠖࡀ࡯࠲࡯㧔ජ⪲⋵ᢎ⢒ᆔ
ޓຬળ㧕
ࡈࡠࠕ߆ࠄ
ޓ⍹Ꮉ⋵ߩޟℂ⑼ᡰេຬޠ࠻࡜ࠗࠕ࡞ߦߟ޿ߡ㧦ᵻ㊁ᐘᕺ࡮⍹Ꮉ⋵ᢎ⢒ᆔຬળਥછᜰዉਥ੐
ޓㅌ⡯ᢎຬߦࠃࠆ਄Ꮢ↸ߢߩ⃻⡯ᢎຬᡰេ㧦Ỉᩑᢎ⺈࡮ర਄Ꮢ↸ᢎ⢒㐳
ޓ᧲ㇱఽ┬ᢥൻ࠮ࡦ࠲࡯ߦ޽ࠆንጊℂ⑼ᢎ⢒ߩ⽷↥㧦᣿ἑᱜೣ࡮రንጊᏒᢎ⢒ᆔຬ㐳
ڎ࿾ၞ㧘ᄢቇ㧘ቇ↢ߩ࠻࡜ࠗࠕࡦࠣ࡞ࡃ࡜ࡦࠬࠍ⏴߈਄ߍࠃ߁㧦┻੗ผ㧔ንጊᄢቇੱ㑆⊒㆐⑼ቇㇱ㧕
ڎ㕍ዋᐕߩߚ߼ߩ⑼ቇߩ⑂ౖKPንጊᐕߩ⫾Ⓧ㧦Ꮢἑ๺⟵㧔߅߽ߒࠈ⑼ቇታ㛎KPንጊታⴕᆔຬ㐳㧛ንጊᄢ
ޓቇੱ㑆⊒㆐⑼ቇㇱ㧕
╙ㇱ࠺ࡕ࠲ࠗࡓ
࡮ⷫࡈࠚࠬ߆ࠄ㘧߮಴ߒߡޟ⑼ቇߢㆆ߷߁ޠ㧦ንጊᄢቇᢎ⢒ቇㇱ↢ߚߜ
࡮ዊቇᩞℂ⑼ߩᧄ⾰ࠍ౒᦭ߔࠆޟᣂℂ⑼ᧄޠߠߊࠅ㧦ጟᧄᤘ⟤㧔ዊ⍫ㇱᏒ┙⍹േዊቇᩞ㧕
࡮ޟ᝼ᬺࠞࡦࡈࠔ࡟ࡦࠬޠࠪࠬ࠹ࡓߢታ〣ࠍᝄࠅ㄰ࠆ೑ὐ㧦᧻ᧄ⻞৻㧔ንጊᄢቇੱ㑆⊒㆐⑼ቇㇱ㧕
࡮㛽ᩰᮡᧄߢേ‛ߩり૕ߠߊࠅࠍቇ߱㧦ᮮ⇌ᵏᔒ㧔ንጊᄢቇℂቇㇱ㧕
࡮࠺ࠫ࠲࡞ℂ⑼ቶ㧔JVVRTKMCGNV[OGFLR㧕ࠝ࡯ࡊࡦ㧦᧻੗ဋ㧔ንጊ⋵✚วᢎ⢒࠮ࡦ࠲࡯⑼ቇᖱႎㇱ
ޓ⎇ⓥਥ੐㧕
㧨ࡉ࡯ࠬ⷗ቇ࠲ࠗࡓ㧪
㧨╙ㇱ㧪
ڎᢎຬ㙃ᚑ࡮ℂ⑼᝼ᬺᡷༀߩߚ߼ߩᣂẟ߆ࠄߩឭ᩺㧦ዊᨋᤘਃ㧔ᣂẟᄢቇᢎ⢒ੱ㑆⑼ቇㇱ㧕
ڎንጊߢߩℂ⑼ᢎ⢒ߩᚑᨐߣޟℂ⑼ᡰេຬޠታᣉ੍ቯ㧦ศୖືᄦᜰዉਥ੐㧔ንጊ⋵ᢎ⢒ᆔຬળ㧕
ڎޟℂ⑼ᡰេຬޠᚑഞߦะߌߚንጊᄢቇ߆ࠄߩឭ᩺㧦ᨋⴡ㧔ንጊᄢቇੱ㑆⊒㆐⑼ቇㇱ㧛 021ᴺੱℂ⑼ࠞ࡝ࠠࡘ
ޓ࡜ࡓࠍ⠨߃ࠆળ㧕
㧨ᙣⷫળ࡮ࡉ࡯ࠬ⷗ቇ㧪
ਥ௅㧦ንጊᄢቇੱ㑆⊒㆐⑼ቇㇱ㧘021ᴺੱℂ⑼ࠞ࡝ࠠࡘ࡜ࡓࠍ⠨߃ࠆળ
౒௅㧦ንጊᄢቇᢎ⢒ቇㇱℂ⑼ᢎ⢒ኾ᡹
ᓟេ㧦ንጊ⋵ᢎ⢒ᆔຬળ㧘ᢥㇱ⑼ቇ⋭㧘ർᣣᧄᣂ⡞␠
දജ㧦ජ⪲⋵ᢎ⢒ᆔຬળޟℂ⑼ᡰេຬޠ੐ോዪ㧘߅߽ߒࠈ⑼ቇታ㛎KPንጊታⴕᆔຬળ㧘ℂ⑼᝼ᬺ࡮ታ㛎ߩߟ
ޓ߷⎇ⓥળ㧘᧲੩ᄢቇᢎ㙃ቇㇱ㒝ዻᢎ㙃ᢎ⢒㐿⊒ᯏ᭴
                               
     
国語や算数よりも苦手意識が高い傾向がみられる。
今後，大量退職期を迎えてその傾向は教員全体にさ
らに広がって行くかもしれない。なぜなら若手教員
のほうがベテラン教員よりも苦手意識をやや強く訴
えているからだ。新任研修の際にも，国語や算数の
指導に不安を抱くことはほとんどないが，理科授業
への不安を隠さない新任教員は珍しくないと聞く。
　ここで，現職教員からみた小学校理科の特性を，
横浜国立大学の平島由美子らによる調査[6]から確認
してみたい。この調査は，ある市の小学校校長会の
協力を得て，2004年12月に市内51校1081名の小
学校教員を対象に理科実験実施状況調査と意識調
査を実施し，42校485名の教員（男性28％，女性
65％，不明7％）から回答を得たものである[6]。
理科授業で困難に思うことを問うと（複数回答）
・実験の準備と後片づけに時間がかかる（75％）
・忙しくて教材研究の時間が確保できない
（68％）
・実験教材（材料・器材）集めに苦労する（49％）
・実験をする際に安全面への配慮に苦労する
（44％）
・理科という教科に苦手意識がある（14％）
・実験に苦手意識がある（11％）
・その他（5.4％）
　理科という教科への苦手意識をあげる教員は
14％に留まるものの，3分2以上が実験や教材研究
に時間がかかる困難をあげ，半数弱が実験教材集め
や安全面への配慮のむずかしさを指摘している。
　ここに教科「理科」の特性が現われているといえ
るだろう。例えば，専科制となっている中学や高校
では，毎年複数のクラスで同一単元を繰り返しなが
ら教材研究・授業実践を蓄積できる。しかし，全科
を担当する小学校では担当する学級で数年に1度し
か同一単元にめぐりあう機会がなく，教材研究に時
間がかかり，実験教材集めに苦労する割に蓄積の機
会は限られてしまっている。
　平島らの調査でも「理科専科教諭の増加」を望ん
でいる教員が，理科を教えるのが「苦手」との回答
者の58％，理科を教えるのが「嫌い」との回答者（と
いっても全体の2％だが）では79％に達していて（表
4），「理科授業実験隊の派遣」を希望する割合も高
い。このような傾向は調査対象の市に限ったことで
はないと考えられるが，多忙感を抱える中で新たな
課題に取り組み続けている教員たちを責めることは
できない。むしろ，真面目な（だが理科に苦手意識
のある）教員ほど，教育全体の効果を高めるために，
どうしても時間や手間のかかる理科授業の準備を後
回しにしてしまう傾向も予想されるためである。
　その根拠は，平島らの調査によると，理科が「苦
手」グループ58％が「授業内容に即した理科実験
研修会の実施」，理科が「嫌い」グループの59％が「実
験セットの貸出し」や「先生自身が自習できる実験
書と実験材料のセットの配布」といった自分自身で
質の高い授業に取り組むための支援を希望している
点にある。調査結果からは，理科「苦手」あるいは「嫌
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い」のグループほど，強く支援を求めていることが
わかる。実際に理科の授業を担当した際には，教科
書にでている実験は積極的に実施しているという結
果を合わせれば，真摯にSOSを発している教員たち
の姿が浮かんでくる。「小学校の先生の多くが，理
科のおもしろさや楽しさを子どもたちに伝えたいと
いう願いを持っている」という平島らの指摘は，デー
タによって裏付けられているといえる。この願いに
応えられるような支援こそ，有効に機能すると期待
できそうだ。理科支援員事業もそのように運営でき
るように支援される必要がある。
　なぜ小学校理科の支援なのか。その理由は，上記
のとおり「やり方さえまちがわなければ，効果的な
支援を実現できる状況が小学校に存在する」ためで
あると筆者は考えている。小学校5，6年生の理科
授業を理科支援員がサポートする「理科支援員事業」
も，多忙感の蔓延する現場で，理科の授業を改善し
たいという教師の願いにダイレクトに応え，その願
いを高め，実現できるように運営することが重要だ
と筆者は考えている。
2-4　本格インターンシップ的性格
　多忙感の解消に役立ち，教育方法の改善実現の
パートナーになれる大学生はどれだけいるのだろう
か。そのうち，どれだけが理科の教育内容の改善を
支援する理科支援員として現場で活躍できるのだろ
うか。その資質をもつ学生の参加を広く呼びかける
ためには，教育実習にはない意義を支援員が実感で
きるような本格インターンシップとして制度を働か
せるのが大前提だと筆者は考えた。
　富山県は大都市圏に比べて，大学生　　とくに当
初の文部科学省概算要求資料が求めていた「理科が
得意な」いわゆる理系大学生　　の絶対数が少ない。
富山大学教育学部の教員養成課程の理科専攻の3，
4年生，教育学研究科の理科専攻の大学院生をあわ
せても20名余りである。県教育委員会の協力要請
があっても，教員養成を主眼としていない理工系県
立大学からの支援員は期待できないとのことであっ
た。事前には事業が成立するだけの支援員が集まる
のかどうか不安視する声もあり，事業に参加を希望
する学生から確認の問い合わせもあった。
　一方，理科を専門としない学生にとって，理科支
援員は魅力的にみえるのだろうか。理学部には各学
年80名程度の中学・高校理科免許取得希望者がい
て，第一著者が担当する2年生対象の理科教育法（中
等）を履修している。彼らは，小学校での支援活動
に意義を見出せるのだろうか。そもそも，毎週毎週，
たとえ1日だとしても，平日に大学で授業や研究を
する代わりに小学校に通勤するだけの価値ある活動
にできるのだろうか。
　支援員にとってありえるメリットを検討してみる
（表6参照）。まず，学級担任制をとる小学校の教員
志望者にとって，理科は避けられない大切な存在で
ある。しかしながら，理科専攻の学生ほどには教科
の内容や実験について大学で学ぶ機会は少ない。こ
の点では理科支援員という新制度はよい機会を提供
するといえる。しかも，自分のことで精いっぱいの
うちに短期集中で終わりを迎える教育実習に比べ，
長期にわたり，経験豊富な現職教員と授業づくりや
環境整備に取り組める。経験を積むことで，理科が
苦手な教師の卵が，理科の時間が楽しみな教員に育
つことも期待できる。一方，中高の教員志望者には，
現場に入るとなかなか得られない小学校高学年の理
科や子どもたちの認識に触れる機会となる。教員採
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用試験の際に志願票や面接で，具体的な現場経験を
アピールする材料も得られる。
　以上から，教員志望者にとっては小学校理科が専
門でなくとも大きなメリットがありうることがわか
る。従って，これらのメリットを保証するように支
援するのが連携事業の一翼を担う学部側の役割だと
筆者は考えた。学校現場で一定の役割を任された支
援員が自らも目標をもって仕事を進めることで，職
場体験とも自分のための短期の実習とも異なる「本
格インターンシップ的性格」をもった事業に育んで
いくのが，学部側の役割だともいえる。それができ
れば，物珍しさの効果が薄れる2年目（来年度）以
降も学生の積極的な参加が望めるであろう。
　
　以上をまとめると，次のようになる。理科支援員
は教育現場を支援し，教師の願う理科授業の改善，
多忙感の解消に貢献しながら，自らもOJT（オン・
ザ・ジョブ・トレーニング）によって専門性を伸ば
していく。その実現を学部側は，教育委員会と連携
しながら支援することで，教員養成機能を充実させ
られる。富山でのこの連携活動は，地域の教育力を
現場レベルと教員養成のレベルの両方で高めていけ
る。大量退職を迎えるこの時期には，教育方法の世
代間継承の意味合いも大きくなる。これらが同時並
行に求められている現状があるからこそ，学校は支
援員を歓迎し，支援員は目標をもって学校に通うと
いう状況づくりを支援できると考えられる（どちら
かが一方的に啓蒙されるのではなく，お互いに変わ
りうる学校現場と支援員との「双方向」科学コミュ
ニケーションの場づくりだといえる。さらに学部側
も変わっていけるのであれば，「多方向」科学コミュ
ニケーションの実現が目標だといえる）。
　以上の考察から理科支援員「フル活用仮説」の骨
格が確認できた。次節ではその具体的な課題を明ら
かにしながら，仮説の検証のための道筋を具体化す
る。
3　千葉モデルとの比較による「フル活用仮説」
　の具体化
　2007年2月7日の千葉県トライアル視察（小学校
視察と担当の大山光晴指導主事，阿部美則コーディ
ネータ，高安礼士総合教育センター科学技術部長へ
の聞き取り），および大山，阿部と上述の平島の各
氏をメインスピーカーに招いてのシンポジウムを通
して得られた情報をもとに，千葉県における理科支
援員事業の特徴（以下，＜千葉モデル＞）を提示し
たい。
　なお，＜千葉モデル＞は，千葉県でのトライアル
のすべてを反映しているわけではない。例えば，視
察をした辰巳台東小学校では教員採用試験に合格し
た千葉大学教育学部理科専攻4年生が活動していた
が，他所では千葉大学文学部や東邦大学理学部の学
生も支援員として活動しているとのことであった。
その詳しい活動状況までは聞き取りできなかった
が，文学部や理学部の学生支援員の存在，つまり教
員養成系学部以外からの応募もありうることはおさ
えておきたいポイントである。しかしながら，ここ
では，富山での「フル活用仮説」を具体化するため
の対比可能なモデルとして，活動状況のわかった辰
巳台東小学校の事例を中心に＜千葉モデル＞を説明
する。
　＜千葉モデル＞からは，「フル活用仮説」どおり
の支援員の効果を得るのは，簡単ではないと予想さ
れた（モデル比較。表7参照）。その予想の根拠と
なる状況を以下に述べていく。
　辰巳台東小学校では，千葉県の小学校教員採用試
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験に合格した理科専攻4年生が2人揃って勤務して
いた。さらに，理科専科教員が理科支援員を担当し
（但し理科専門ではない），校長が制度の趣旨をよく
理解し，空き時間にアドバイスのしやすい中学理科
出身者だという恵まれた条件であった。しかし，そ
れでも，支援員の活動が軌道にのるまでにはしばら
く時間がかかったという。インタビューした2人の
支援員は，積極的に指示を求め，やりたいことを提
案しない場合は，時間をもてあましてしまうと将来
の支援員にアドバイスを語ってくれた。
　視察した5年生の授業は，振り子の等時性と斜面
を下る物体の衝突の実験であった。教員と支援員の
計3名が，集中して実験に取り組む生徒をサポート
していた。手づくりの斜面実験台から重りを落とす
レールをわずかに曲げてしまったまま実験してしま
うために重りのすべりが悪くなっているグループ
や，操作を誤ってしまい迷っているグループへの支
援，実験結果をグラフにまとめる際の見守りやアド
バイスには，装置制作や予備実験の成果が生きてい
ることが伺え，教員1人ではできないレベルの授業
が実現しているのがみてとれた。子どもたちと支援
員のコミュニケーションもよく，実験結果の報告や
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質問の相手をする機会もみられ，作業量の多い実験
であったがどのグループもそれぞれの仮説を確かめる
べく測定条件を変えながら着々と実験を進めていた。
　しかしながら，2学期のはじめに支援員の活動が
スタートした当初は，理科室の整備や授業の補助を
するもののもてあます時間も多く，実験教材づくり
や予備実験に支援員のアイデアを活かしながら時間
をかけて取組み，その成果を授業によって確かめら
れたのは，この2月の単元が最初だったという。
　ここで，支援員による支援のレベルを提案したい
（表8参照）。レベルAやBでも，多忙な教員にとって
は有益な支援となる。これは後ほど紹介する富山の
視察例でも確認されている。＜千葉モデル＞でも，
理科支援員は大いに歓迎されていた。しかしながら，
支援員が成長を強く実感できるのは，レベルCの「授
業構想そのもの質的向上に貢献」を支援員自身のア
イデアを活かしながら実現できたときであろう。「フ
ル活用」のためには，実現している支援の内容やレ
ベルを把握しながら，多様なレベルでの支援が実現
するように，とくにレベルCが支援員の積極的な貢
献で実現するように，外から見守り，支援する方法
の開発が課題として浮かび上がってきた。
　富山の場合，「理科専科は少ない」「理科専攻生以
外が過半数」「3年生や教育実習未経験の理学部生
の支援員」という＜千葉モデル＞にはない要素があ
る一方，連携事業として大学が関与できるという大
きなメリットがある。外から見守り，支援する方法
の参考になるのは，同じく県教育委員会との連携の
もとに昨2006年度から始まった，1年生の学級担任
論受講生が県内の小学校に派遣される「学びのアシ
スト推進事業」の事例である。大学で受講生と複数
の担当教員を交えての振りかえりや，本多信昭客員
教授による電子メールでのやりとりとパスワードを
かけた関係者限定サイトでの情報共有が一定の効果
をあげている[8]。そこで，理科支援員を支援するた
めの方法として，選択研修やインターネットを活用
した情報共有を取り入れることを試みている。
　そのほか，＜千葉モデル＞から得られた多くの示
唆は表７にまとめてある。
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4　 「フル活用」富山モデルの検証
　表2に示した「富山での理科支援員等配置事業ス
ケジュール概要（2007年）」のとおり，募集，配置
校決定，研修，支援員活動開始という順に進み，2
学期から支援員が学校現場で活動を始めた。早い学
生は9月初頭から，9月に教育実習がある学生は終
了後の9月下旬または10月上旬から，毎週決まった
曜日に出勤している。
　担当コーディネータと相談をしながら学部側は，
＜千葉モデル＞と比較から得た示唆を活かして，「フ
ル活用」に向けた試みを続けている。その方針は，
予測される事態に備えた学部側から支援員の支援，
インターネットを活用して質問や疑問への回答，学
生や学校現場の様子の把握と支援や情報共有などで
ある。それらがどこまで効果を生んでいるのか，報
告しながら検証していきたい。
4-1　研修の充実
 ＜千葉モデル＞では，服務と理科の内容に関する
研修が丸2日間実施された。支援員たちの多くは，
終了後もすぐに帰らずに熱心に指導主事による実験
の披露を見学していたとのことである。
　富山の場合，公式の研修は午前中の3時間しか用
意されていなかった。総合教育センターにて服務に
関する説明を受けた後，研究主事を講師に，化学実
験（ガスバーナーの使い方，塩酸，水酸化ナトリウ
ムといった薬品の調合と中和），物理実験（てこや
電流など），および情報共有のためのサイトの使い
方の説明を受けた。
　それを補完するために，9月1日に富山大学人間
発達科学部附属小学校理科室を会場に，3時間の選
択研修会を開催した。支援員に一斉同報の電子メー
ルで参加を呼びかけ，全支援員の3分の1近い21名
が参加した。講師は附属小学校教員3名，支援員配
置校教員1名，それ以外の県内公立小学校現職教員
2名，学部教員3名，教育委員会の担当コーディネー
タが務めた。
　アルコールランプの使い方に始まり，手づくりて
こ教材，ものの溶け方教材づくり，電磁石入門，岩
石標本を見分ける，といった基本的でかつ子どもた
ちの認識に働き掛けるポイントを具体的な授業を想
定しながら検討した。実際に，実験装置を組み立て
ながら，支援員同士あるいは講師も加わって，その
仕組みを考える時間をとった。支援員たちが意欲的
にブースを回り，手づくり教材をつくり，そこで問
われている原理について，講師陣の説明を聞き，仲
間同士でディスカッションを続けた。
　教材を手づくりして使ってみるという活動を通
し，子ども時代の授業のなかで各自が受入れていた
科学の原理をもっと深い　　現場での授業づくり，
実験・観察サポートにつなげられる　　レベルまで
掘り下げるという目標が最低限達成できたと思われ
る。何人かの参加者に手応えを聞いたところ，つぎ
の研修会があれば参加したいという意見がほとんど
だった。
　理科専攻の学生だけでなく，教育学部の理科専攻
以外の国語や教育学などを専攻する学生，中等免許
をめざす理学部3年生が集まり，現場の教員たちと
ここまで実践的な教材論を学ぶ機会ができたのも理
科支援員という新事業の効果だといえる。そして選
択研修に参加した支援員たちは，専門のちがいによ
らず意欲をみせた。小中高の理科を学んできた経験
が活かされていることもわかった。各学校で用いる
教材は異なるので，研修内容が学校現場でどのよう
に活かされるのかまだわからない段階ではあった
が，選択研修会は，フル活用仮説を支持しうる結果
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となった。
　事前研修会を補完する形でほんとうに意味ある試
みになったといえるのか，今後の支援員たち現場で
の活躍に注目していきたい。
　　
4-2　学校側も支援員も戸惑いお互いにもてあます
　危険性への配慮
  学生への聞き取り調査の結果，予想していたとお
り，「担当の先生が忙しく，指示を受けたり，相談
する時間がほどなく，作業内容がわからない」「準
備時間にやることがなくて，授業時間もとりあえず
後ろでみていてと言われた」といった状況が一部に
生じていることがわかった。学校の日常のサイクル
に支援員が入り込むのに時間がかかることは十分に
ありえる。時間とともに解決されることもあるだろ
うが，もてあましあいの状況が続くかもしれない。
　学部側からの支援としては，1)各学校での作業内
容や連絡方法をインターネットを活用し全体に共有
する，2）指示を早くしてもらう。そのためにも担
当の教員と支援員とがそれぞれやりたいこと，でき
そうなことのリストを持ち合って接点を探る，3）
担当の教員に指示を積極的に出してもらい，もしも
困ったときは実現可能なように学部側にアドバイス
を求める，4）支援員から積極的に提案する，といっ
た方法を支援員たちに提案している。視察先では，
2）の方法あるいは下にも示す連絡ノートづくりを
担当教員に提案してもいる。
　積極性がよい結果を生んだケースを挙げておく。
5年生の流れる水のはたらきの準備を頼まれた支援
員（教育学部理科専攻３年生）が，予備実験を積極
的に提案し，結果をレポートにまとめて提出して喜
ばれたという。小学校の現場では忙しさの余り，十
分な予備実験ができない場合が多々ある。支援員の
力の見せ所でもあるし，教材の工夫やつまづきの予
測につながる得難い経験となるだろう。このような
事例は，同報メールでさっそく支援員で共有した。
4-3　担当教員が専科でない場合，とくに担任をもっ
　ていた場合の連絡や指示の配慮
  ある理科教育関係のMLで「ある県では，多忙感の
解消どころか，素人の学生の面倒をみないとならな
いのか，と新制度について批判あるいは心配の声が
あがっている」という投稿を目にした。
　富山県の場合，魚津市での視察の結果，教務主任
が理科専科を担当している場合は，アイデアに溢れ
る教務主任が，積極的に支援員にアイデア実現のた
めの指示を出している姿がみられた。　
　他方，担任が理科支援員を担当している場合，あ
るいは教務主任が準備時間に算数のTTに入ってい
る場合，顔をつきあわせての相談の時間がとりにく
くなるので，連絡ノートや携帯電話，電子メールな
どの活用が試みられている。現場教員には早めの指
示を依頼し，支援員には積極的な質問や提案を勧め
ている。例えば，教員がやりたいことをリストに並
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べ，支援員もできそうなことを連絡ノートにリスト
アップするといった情報交換を提案した。4時間目
の授業支援のあと，給食の時間を担任の先生，学級
の子どもたちとすごしながら，打合せや振り返りに
あてられるという事例も，支援員たちへの同報メー
ルで紹介している。
4-4　理科支援員が理科専門ではない場合
　理科専科をしているが社会科が専門の教務主任
が，「小学校は全科を担当するので専門は大きな問
題ではない」と語ってくれた。むしろ教育実習を経
験するなど，子どもたちとのコミュニケーション能
力のほうが重要だという。教員採用試験に合格した
教育学部社会科専攻の4年生の支援員は，理科室の
備品リストを用意するなど，確かに着実に活動を始
めている。
　富山県総合教育センター科学情報部が立ち上げた
支援員支援サイト（メンバー限定）に，ビーカーや
試験管などのガラス器具類の洗浄法，理科準備室整
備に残されていた古い薬品の処理法，マンガン電池
とアルカリ電池の使用法のちがいといった質問が寄
せられると，科学情報部の研究主事からさっそく回
答が投稿された。今後も，研修やインターネットに
よる情報共有の効果的な活用方法を検討し，支援員
の専攻を問わず役に立つ支援の実現が課題である。
4-5　理科専門だが理学部生で教育実習も未経験の
　場合（中等免許取得希望者）
　視察したある魚津市の小規模校では，理科を専門
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とする教員が異動のために不在の状況となってい
た。そこに配置された理学部3年生の支援員は，理
科専科も兼ねる教務主任の秘書兼アドバイザーと
いってよい活躍ぶりであった。視察時に実施された，
台風の動きをインターネットを使って調べる授業で
は，事前に指示を受けた支援員が適切なサイトを探
しだし，それを活用したプリントを教員が準備して
いた。
　この事例では，教育実習の経験のなさよりも，専
門性のメリットが上回っていた。但し，この支援員
は地元の小学校に配置され，しかも中学時代の教頭
が現在校長をしている小学校にきているという恵ま
れた条件が効いているのかもしれない。東部教育事
務所のなかでも教員と地域との結びつきの強い魚津
市の小学校の支援員は多かれ少なかれ，関係のある
先生に親身に指導を受けられるという「地元効果」
の恩恵を得ているといえる。かつての教え子の成長
ぶり（得意，不得意両面があったとしても）をみる
ことで，小学校から大学までを見通した教育のあり
方を考える機会を提供していると伏黒コーディネー
タも指摘している。地元効果がはたらかない事例と
の比較も今後の課題である。
4-6　そのほかの検証課題
　3年生と4年生のちがい，支援員が力量不足であっ
た場合への対応も検討する必要があるかもしれない
が，そういった悪いケースにはまだたどりつけてい
ない。ただし，＜千葉モデル＞の2人1組とは異なり，
2人から4名が1校に派遣されている富山市でも，曜
日ごとに1人が出勤するスタイルになっているため
にお互いに相談しあう機会が少ない。そのため，経
験や力量の多寡が問題となるケースが複数派遣校で
生じやすいことには注意が必要である。支援員同士
が直接相談できるよう，出勤日や打ち合わせ時間を
調整している事例もある。
　「学びのアシスト推進事業」で派遣される1年生
と比べて経験や知識が豊富であり，かつ理科支援と
いう目的が明確であるために，支援を求めた学校で
の評判は知り得た範囲では悪いものはなかった。
　写真（図3 ～ 11）で示した事例のとおり，支援
員たちはそれぞれに活躍を始めている。以上，初期
段階ではあるが，フル活用仮説を検証し，実際にフ
ル活用を実現するための知見は集まりつつある。
5．まとめと展望
　以上，まだ本格的な支援員の活動が始まったばか
りではあるが，いち早く準備をし，連携事業の特性
を活かしてきた富山県の活動は，まずまず順調な滑
り出しを始めたといえよう。今後も，課題発見，学
部による支援の充実を通して，フル活用仮説の検証
をめざしていきたい。
　富山大学人間発達科学部教授の松本謙一（理科教
育）が呼びかけ，小学校4から6年の全40単元の事
象提示実験を集録した本の執筆作業が進んでいる。
富山県内の小学校現場の先生たちが執筆者となり，
検証した成果を盛り込んだ実践的な本となる。この
成果を来年度以降，支援員の研修につなげていくこ
とも考えている。教育学研究科の大学院生たちは，
実験サポートのウェブページ[9]を制作している。本
と合わせて活用したい。
　筆者らが現在取り組んでいる富山の科学教育財産
「再発見」と「活用」のための研究（富山第一銀行
奨学財団助成金による）や，社会人学び直しプログ
ラムのための「理科支援員」プログラム，NPO法人
理科カリキュラムを考える会の「大学による教員支
援」[10] を通した全国レベルの地域交流の成果を，富
山でも，全国各地でも活かして行くことで，フル活
用実現の道が開けていくだろう。
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